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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、第36期の内部統制監査における棚卸資産の評価プロセスにおいて眼鏡推進担当及び物流・集中

加工担当において在庫状況を確認しましたところ、確認された在庫状況と財務経理部が把握する棚卸資産

の評価額（評価基準は原価法「収益性の低下による簿価切下げの方法」）が示す在庫状況との間に差異が

ある可能性が判明したため、平成23年11月28日から内部監査部門・管理部門において事実を確認しており

ました。また、同日、当社は、かかる事態に鑑み、社内調査委員会（委員長　当社代表取締役社長　齋藤正和、委

員　当社常勤監査役　吉田豊稔、当社取締役　角田浩一、当社内部監査室１名の計４名）（以下「社内調査委

員会」）を設置しました。

　社内調査委員会による調査の結果、「棚卸資産の評価に関する会計基準」に準拠した会計処理を実施する

ことになった平成20年７月度において、商品の経年変化を年度別に割り振るデータに誤謬が発生したこと

によって、棚卸資産の在庫金額を過大に計上しており、それが平成20年７月度以降の期でも継続していたこ

とが平成23年12月16日に判明しました。

上記により当社が平成22年３月15日付で提出いたしました第34期第３四半期（自　平成21年11月１日　至

　平成22年１月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第

24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期財務諸表については、監査法人よつば綜合事務所によりレビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第１　企業の概況

　　　１　主要な経営指標等の推移

　　第２　事業の状況

　　　１　生産、受注及び販売の状況

　　　２　事業等のリスク

　　　４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　　第５　経理の状況

　　　１　四半期財務諸表

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第33期
第３四半期
累計期間

第34期
第３四半期
累計期間

第33期
第３四半期
会計期間

第34期
第３四半期
会計期間

第33期

会計期間

自  平成20年
    ５月１日
至  平成21年
    １月31日

自  平成21年
    ５月１日
至  平成22年
    １月31日

自  平成20年
    11月１日
至  平成21年
    １月31日

自  平成21年
    11月１日
至  平成22年
    １月31日

自  平成20年
    ５月１日
至  平成21年
    ４月30日

売上高 (千円) 22,574,18819,381,3916,906,8265,906,62029,422,648

経常損失(△) (千円) △712,687△232,945△287,623△396,988△473,550

四半期(当期)純損失
(△)

(千円) △3,617,813△499,149△567,311△547,747△3,985,099

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,532,3601,532,3601,532,360

発行済株式総数 (株) ― ― 13,790,88013,790,88013,790,880

純資産額 (千円) ― ― 5,577,8314,708,5715,209,573

総資産額 (千円) ― ― 28,628,66223,614,52126,262,191

１株当たり純資産額 (円) ― ― 407.49 343.99 380.59

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △264.30 △36.47 △41.45 △40.02 △291.13

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.5 19.9 19.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,104,2311,265,107 ― ― △1,447,025

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 49,7831,415,704 ― ― 940,252

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 949,955△2,236,303 ― ― △646,087

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,357,7331,753,8751,309,365

従業員数 (名) ― ― 1,746 1,574 1,706

(注)　1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 2　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、第33期、第33期第３四半期累計（会

計）期間及び第34期第３四半期累計（会計）期間につきましては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 3　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第33期、第33期第３四半期累計（会計）期間及び第34期第

３四半期累計（会計）期間は関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社にて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年１月31日現在

従業員数(名) 1,574（334）

(注) １  従業員数は、就業人員数であります。

２ ( 　)内は、外数で、準社員数、嘱託社員及びパート社員数を示しております。パート社員数につきましては１日

の労働時間を８時間に換算した員数を示しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産状況

当社は小売業であり、生産活動を行っておりませんので該当事項はありません。

　
(2) 受注状況

当社は小売業であり、該当事項はありません。

　

(3) 販売状況

　

①商品等販売実績

品目別・事業部門別

当第３四半期会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

金額（千円） 前年同期比（％）

品目別

フレーム 1,756,556 80.4

レンズ 1,872,850 87.2

サングラス 75,642 77.7

コンタクトレンズ 1,567,200 89.8

コンタクトレンズ備品 45,951 77.3

その他 344,988 85.5

眼鏡等小売事業計 5,663,189 85.3

ゴルフ事業 89,224 93.8

その他の事業 154,205 89.2

合計 5,906,620 85.5

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  眼鏡等小売事業のその他には、眼鏡備品、補聴器、補聴器付属品、化粧品、健康食品等が含まれております。

３  ゴルフ事業には、ゴルフプレー代、レストラン飲食代、年会費、手数料収入等が含まれております。

４  その他の事業は、インターネット上の販売サイトにおいてのコンタクトレンズ等の売上であります。
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②地域別販売実績

地域別

当第３四半期会計期間

（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

売上高
（千円）

構成比
（％）

前年同期比
（％）

出店
（店）

退店
（店）

四半期末
（店）

北海道・東北地域計 146,0682.5 79.5 0 0 16

関東地域計 3,932,25866.5 86.8 1 1 234

中部地域計 885,79615.1 85.4 0 0 82

近畿地域計 382,0786.5 79.7 0 0 39

中国地域計 15,8130.3 72.0 0 0 2

四国地域計 6,5580.1 81.5 0 0 1

九州地域計 294,3484.9 78.8 0 0 35

店舗計 5,662,92295.9 85.3 1 1 409

 その他売上高 267 0.0 13.0 - - -

眼鏡等小売事業計 5,663,18995.9 85.3 1 1 409

 ゴルフ事業 89,2241.5 93.8 - - -

その他の事業 154,2052.6 89.2 - - -

合計 5,906,620100.0 85.5 1 1 409

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２  その他売上高は、本社における売上高であります。

３  その他の事業は、インターネット上の販売サイトにおいてのコンタクトレンズ等の売上であります。
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(4) 仕入状況

　
商品仕入実績

品目別・事業部門別

当第３四半期会計期間
(自　平成21年11月１日
至　平成22年１月31日)

金額（千円） 前年同期比（％）

品目別

フレーム 286,019 116.6

レンズ 555,436 95.6

サングラス 6,296 136.0

コンタクトレンズ 707,144 90.0

コンタクトレンズ備品 23,011 77.9

その他 156,072 100.2

眼鏡等小売事業計 1,733,981 96.2

ゴルフ事業 9,532 69.4

その他の事業 108,056 84.4

合計 1,851,570 95.3

(注) １  金額は、仕入価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  眼鏡等小売事業のその他には、眼鏡備品、補聴器、補聴器付属品、化粧品、健康食品等が含まれております。

４  ゴルフ事業には、レストランの食材等が含まれております。

５　その他の事業は、インターネット上の販売サイトにおいて取扱っているコンタクトレンズ、コンタクトレンズ

備品等であります。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

１．継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前事業年度まで２期連続の営業損失、経常損失及び純損失を計上しており、また、営業キャッシュ

・フローにおいても２期連続のマイナスを計上しております。また、当第３四半期累計期間においても営業

損失110百万円、経常損失232百万円及び四半期純損失499百万円を計上しております。

　現在、前事業年度に策定した「事業再生計画」を継続的に実施しておりますが、完全なる正常化までは、も

う少し時間を要するものと思われます。

　なお、第２四半期会計期間において、当社が締結しているシンジケート・ローン契約の期限の利益喪失事

由に該当するものにつきましては、財務制限条項の条項変更により解消しております。

　以上から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は、当該事象又は状況を解消すべく、「事業再生計画」を粛々と実行しており、企業体質の改善並びに

顧客ニーズに合わせた企業コンセプトとブランドイメージの再構築により、売上高向上を早急に実現、成長

を目指しております。

　しかしながら、当社は「同計画」を実行しておりますが、経営環境の悪化及び収益体質への転換が進まな

い場合もあり、また、財務面においても金融機関等からの資金支援については協調を頂きながら進めている

など、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第３四半期会計期間における我が国の経済は、アジアを中心とした海外経済の回復に牽引され一部持

ち直しの兆しを見せ始めております。しかしながら、雇用情勢の悪化や所得環境の低迷は未だ続いており、

消費者の生活防衛意識はさらに強まり、個人消費は依然として厳しい状況で推移しております。

　眼鏡等小売業界におきましても、景気の先行きの不透明感から消費者の低価格志向はより強まり、競合企

業間の価格競争はさらに激化し、引き続き厳しい経済・経営環境が続いております。

　このような経済環境及び経営環境のもと当社は、「良いものをより安く」という企業コンセプトの原点に

回帰し、「メガネスーパー」、「ハッチ」、「眼鏡専科」それぞれのブランドの再構築を図り、当社の眼鏡販

売の基本コンセプトである提案・コンサルティング販売に注力してまいりました。

　当第３四半期会計期間の販売施策としましては、メガネスーパーで12月の冬商戦には、「総額１億円

キャッシュバックセール」を展開し、今年の１月１日からは、競合他社とは一線を画す新販売戦略「フレー

ムオンリープライス」を展開いたしました。これは、「フレーム価格だけで眼鏡が作れる！　レンズは自由

に選べる！　追加料金０円！」という従来のワンプライス・スリープライスショップでは実現できなかっ

た眼鏡業界初の画期的な販売システムを展開いたしました。ハッチでは、「ダテ割」、眼鏡専科では、「在庫

一掃売り尽くしセール」等、ショップブランドのそれぞれの特徴を活かしたセールを展開いたしました。

　生まれ変わったメガネスーパーは、「良いものをより安く」の企業コンセプトをベースに、お客様に満足

いただける商品とサービスの提供、そして価格競争に勝ち抜き、新たな価値の創造とブランドの構築により

“シェアの奪取”を考えております。

　商品施策につきましては、前第２四半期累計期間にも増してフレーム、レンズ及びコンタクトレンズの特

別お買得企画商品を打ち出し、また、補聴器におきましては、業界初となる最新の耳かけタイプの補聴器を

最長２週間の無料貸し出し等を行い、販売強化に努めました。

　当第３四半期会計期間における店舗の出退店につきましては、１店舗を出店し、１店舗を閉鎖いたしまし

た。

　経費面におきましては、新規出店の抑制、固定費である賃料等の値下げ交渉及び全社的な経費の節減等に

より前第３四半期会計期間と比べ減少いたしました。

　しかしながら、当第３四半期会計期間の業績は、売上高は5,906百万円（前年同四半期比14.5％減）、営業

損失は360百万円（前年同四半期は営業損失222百万円）、経常損失は396百万円（前年同四半期は経常損失

287百万円）、四半期純損失は547百万円（前年同四半期は四半期純損失567百万円）となりました。
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（2）財政状態の分析

（資産、負債及び純資産の状況）

流動資産は、前事業年度末に比べて569百万円減少し、6,170百万円となりました。これは、現金及び預金が

444百万円増加しましたが、商品が811百万円減少したこと等によるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて2,059百万円減少し、17,392百万円となりました。これは、有形固定資産

が593百万円減少したこと、並びに、敷金及び保証金が1,502百万円減少したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて2,647百万円減少し、23,614百万円となりました。

　流動負債は、前事業年度末に比べて399百万円減少し、9,380百万円となりました。これは、支払手形及び買

掛金が338百万円増加しましたが、１年内償還予定の社債が525百万円減少したこと、並びに、短期借入金が

332百万円減少したこと等によるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1,746百万円減少し、9,525百万円となりました。これは、社債が1,051百

万円減少したこと、並びに、長期借入金が538百万円減少したこと等によるものであります。

　この結果、負債は、前事業年度末に比べて2,146百万円減少し、18,905百万円となりました。

　純資産は、前事業年度末に比べて501百万円減少し、4,708百万円となりました。これは、四半期純損失499百

万円の計上等によるものであります。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比

べて444百万円増加し、当第３四半期会計期間末には、1,753百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、40百万円（前年同四半期会計期間は1,085百万円の使用）となりまし

た。これは仕入債務の減少等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、367百万円（前年同四半期会計期間は533百万円の取得）となりまし

た。これは、敷金及び保証金の回収による収入が増加したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、862百万円（前年同四半期会計期間は39百万円の取得）となりまし

た。これは、長期借入金の返済による支出及び社債の償還による支出が増加したこと等によるものであり

ます。
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（4）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又

は改善するための対策

当社は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解消するため、前事業年度に策

定した「事業再生計画」を現在、以下の内容で継続的に実施しております。

・売上高向上施策

・売上総利益率の改善施策

・固定費の削減

・資産圧縮による財務面の改善

・有利子負債の圧縮

・社内体制の再構築

また、上記施策に加えて、平成22年１月１日より競合他社とは一線を画す新販売戦略「フレームオンリー

プライス」を展開いたしました。これは、「フレーム価格だけで眼鏡が作れる！　レンズは自由に選べる！　

追加料金０円！」という従来のワンプライス・スリープライスショップでは実現できなかった眼鏡業界初

の画期的な販売システムを展開しております。

　以上により、生まれ変わったメガネスーパーは、「良いものをより安く」の企業コンセプトをベースに、お

客様に満足いただける商品とサービスの提供、そして価格競争に勝ち抜き、新たな価値の創造とブランドの

構築により、収益性の改善と財務体質の健全化を図り、継続的に安定した経営を目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

１　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容
投資予定額(千円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

姫路総本店
(兵庫県)

眼鏡等小売事業 店舗移転 29,0002,000
自己資金、
社債及び
借入金

平成22年
１月

平成22年
５月

１店舗

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　投資予定額には、敷金及び差入保証金が含まれております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,169,600

計 38,169,600

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年３月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,790,88013,790,880
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は100株であります

計 13,790,88013,790,880― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年11月１日～
平成22年１月31日

― 13,790,880 ― 1,532,360 ― 1,467,880

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年10月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　102,700

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,664,000
136,640 同上

単元未満株式
普通株式

24,180
― 同上

発行済株式総数 13,790,880― ―

総株主の議決権 ― 136,640 ―

　

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社メガネスーパー

神奈川県小田原市本町四
丁目２番39号

102,700― 102,700 0.74

計 ― 102,700― 102,700 0.74

(注)当第３四半期会計期末現在の自己株式数は102,819株であります。  

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

平成22年　
１月

最高(円) 122 170 147 138 182 136 128 149 125

最低(円) 100 111 110 125 129 122 95 95 104

(注)  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

　

　

(2) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役社長
（代表取締役）

― 足 利 恵 吾 平成21年12月31日

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
取締役執行役員
財務経理部長

齋 藤 正 和 平成22年１月１日

取締役執行役員
営業本部長

取締役執行役員
商品本部長

木 下　  宏 平成22年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年11月１日から平成21年１月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年５月１日から平成21年１月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年５月１日か

ら平成22年１月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年11月１日か

ら平成21年１月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年５月１日から平成21年１月31日まで)に係

る四半期財務諸表については、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期

会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年５月１日か

ら平成22年１月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所により四半期レ

ビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しており

ますが、訂正後の四半期財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所により四半期レビューを受け、四半

期レビュー報告書を受領しております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は連結子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

　 　 　 　 当第３四半期会計期間末
(平成22年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表
(平成21年４月30日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 1,753,875 1,309,365
　 　 売掛金 678,119 737,944
　 　 商品 2,775,106 3,586,395
　 　 原材料及び貯蔵品 22,061 51,117
　 　 その他 941,256 1,054,956
　 　 貸倒引当金 △338 △531

　 　 流動資産合計 6,170,080 6,739,248

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　
　 　 　 土地 6,029,607 6,236,140
　 　 　 その他（純額） ※１ 3,812,155 ※１ 4,198,957

　 　 　 有形固定資産合計 9,841,763 10,435,098

　 　 無形固定資産 210,920 234,817
　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 敷金及び保証金 6,692,641 8,194,988
　 　 　 その他 698,411 637,083
　 　 　 貸倒引当金 △51,208 △49,649

　 　 　 投資その他の資産合計 7,339,843 8,782,423

　 　 固定資産合計 17,392,527 19,452,339

　 繰延資産 　 　
　 　 社債発行費 51,913 70,603

　 　 繰延資産合計 51,913 70,603

　 資産合計 23,614,521 26,262,191

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 3,568,332 3,229,850
　 　 短期借入金 1,198,000 1,530,000
　 　 1年内返済予定の長期借入金 1,774,660 1,554,986
　 　 1年内償還予定の社債 1,181,200 1,706,200
　 　 未払法人税等 108,567 209,090
　 　 その他 1,550,004 1,550,385

　 　 流動負債合計 9,380,764 9,780,512

　 固定負債 　 　
　 　 社債 2,645,100 3,696,300
　 　 長期借入金 2,780,230 3,318,848
　 　 退職給付引当金 1,195,584 1,126,189
　 　 長期預り保証金 2,530,537 2,567,287
　 　 その他 373,732 563,480

　 　 固定負債合計 9,525,185 11,272,105

　 負債合計 18,905,949 21,052,617

　 　 　 　 　 　
　

(単位：千円)

　 　 　 当第３四半期会計期間末
(平成22年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表
(平成21年４月30日)

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 1,532,360 1,532,360
　 　 資本剰余金 1,467,880 1,467,880
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　 　 利益剰余金 1,781,848 2,280,997
　 　 自己株式 △66,786 △66,777

　 　 株主資本合計 4,715,301 5,214,460

　 評価・換算差額等 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 △6,729 △4,886

　 　 評価・換算差額等合計 △6,729 △4,886

　 純資産合計 4,708,571 5,209,573

負債純資産合計 23,614,521 26,262,191
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(2) 【四半期損益計算書】
　【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

　 　

前第３四半期累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成22年１月31日)

売上高 22,574,188 19,381,391

売上原価 7,369,364 6,696,919

売上総利益 15,204,823 12,684,471

販売費及び一般管理費 　 　
　 給料及び手当 4,382,197 3,853,981
　 退職給付費用 － 123,303
　 地代家賃 4,368,669 3,633,574
　 その他 7,050,109 5,184,238

　 販売費及び一般管理費合計 15,800,976 12,795,098

営業損失（△） △596,152 △110,626

営業外収益 　 　
　 受取利息 11,871 4,171
　 受取配当金 602 601
　 集中加工室管理収入 － 24,622
　 その他 78,612 33,671

　 営業外収益合計 91,086 63,066

営業外費用 　 　
　 支払利息 136,924 130,263
　 その他 70,697 55,120

　 営業外費用合計 207,622 185,384

経常損失（△） △712,687 △232,945

特別利益 　 　
　 固定資産売却益 13,905 －
　 受取補償金 52,130 －
　 会員権買取益 35,200 21,950
　 その他 16,658 180

　 特別利益合計 117,894 22,130

特別損失 　 　
　 固定資産売却損 － 24,711
　 固定資産除却損 60,473 48,398
　 減損損失 － ※１ 28,191
　 店舗構造改革費用 ※２ 1,526,912 ※２ 61,912
　 店舗閉鎖損失 81,038 26,097
　 貸倒引当金繰入額 － 1,546
　 貸倒損失 － 30,334
　 たな卸資産評価損 210,899 －
　 過年度人件費 338,986 －
　 抱合せ株式消滅差損 563,411 －
　 その他 21,770 12,981

　 特別損失合計 2,803,492 234,173

税引前四半期純損失（△） △3,398,285 △444,989

法人税、住民税及び事業税 93,244 91,162

過年度法人税等戻入額 － △51,932

法人税等調整額 126,284 14,931

法人税等合計 219,528 54,160

四半期純損失（△） △3,617,813 △499,149
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　【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

　 　

前第３四半期会計期間
(自 平成20年11月１日
 至 平成21年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年11月１日
 至 平成22年１月31日)

売上高 6,906,826 5,906,620

売上原価 2,279,637 2,038,120

売上総利益 4,627,189 3,868,499

販売費及び一般管理費 　 　
　 給料及び手当 1,391,878 1,290,496
　 退職給付費用 － 41,810
　 地代家賃 1,332,889 1,184,863
　 その他 2,124,516 1,711,644

　 販売費及び一般管理費合計 4,849,285 4,228,815

営業損失（△） △222,096 △360,315

営業外収益 　 　
　 受取利息 2,707 1,280
　 受取配当金 22 22
　 集中加工室管理収入 － 9,805
　 その他 18,825 11,422

　 営業外収益合計 21,555 22,531

営業外費用 　 　
　 支払利息 51,509 45,148
　 その他 35,573 14,055

　 営業外費用合計 87,083 59,204

経常損失（△） △287,623 △396,988

特別利益 　 　
　 受取補償金 3,072 －
　 店舗構造改革費用戻入益 3,909 －
　 会員権買取益 17,350 5,000
　 その他 1,335 35

　 特別利益合計 25,667 5,035

特別損失 　 　
　 固定資産売却損 － 6,372
　 固定資産除却損 10,090 46,269
　 店舗構造改革費用 － ※１ 14,156
　 店舗閉鎖損失 34,053 18,684
　 過年度人件費 238,986 －
　 貸倒引当金繰入額 － 1,546
　 貸倒損失 － 30,334
　 その他 － 5,350

　 特別損失合計 283,129 122,713

税引前四半期純損失（△） △545,085 △514,667

法人税、住民税及び事業税 22,226 29,824

法人税等調整額 － 3,256

法人税等合計 22,226 33,080

四半期純損失（△） △567,311 △547,747
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

　 　

前第３四半期累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成22年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 税引前四半期純損失（△） △3,398,285 △444,989
　 減価償却費 524,983 432,297
　 減損損失 － 28,191
　 長期前払費用償却額 56,623 53,577
　 退職給付引当金の増減額（△は減少） △63,517 69,395
　 貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,562 1,366
　 受取利息及び受取配当金 △12,474 △4,772
　 支払利息 136,924 130,263
　 社債発行費償却 11,707 13,709
　 ゴルフ会員権売却損益（△は益） △5,900 －
　 固定資産売却損益（△は益） △13,905 24,711
　 会員権買取益 △35,200 △21,950
　 固定資産除却損 60,473 48,398
　 店舗構造改革費用 1,526,912 61,912
　 抱合せ株式消滅差損益（△は益） 563,411 －
　 店舗閉鎖損失 81,038 26,097
　 過年度人件費 338,986 －
　 貸倒損失 － 30,334
　 売上債権の増減額（△は増加） 218,315 59,825
　 たな卸資産の増減額（△は増加） 947,630 840,344
　 仕入債務の増減額（△は減少） △1,610,166 338,481
　 その他の流動資産の増減額（△は増加） 163,235 △6,918
　 その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,420,943 △254,568
　 その他 △283,740 157,642

　 小計 △2,222,452 1,583,350

　 利息及び配当金の受取額 14,083 985
　 利息の支払額 △138,654 △127,150
　 法人税等の支払額 △38,205 △134,161
　 法人税等の還付額 287,615 2,061
　 その他 △6,619 △59,978

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,104,231 1,265,107

　 　 　 　
　

(単位：千円)

　 　

前第３四半期累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成22年１月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 定期預金の払戻による収入 200,000 －
　 有形固定資産の取得による支出 △445,662 △164,474
　 有形固定資産の売却による収入 51,400 264,815
　 無形固定資産の取得による支出 △8,304 △25,037
　 敷金及び保証金の差入による支出 △256,210 △110,622
　 敷金及び保証金の回収による収入 611,349 1,473,918
　 長期前払費用の取得による支出 △26,323 △21,614
　 営業譲受による支出 △98,266 －
　 その他 21,801 △1,281

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 49,783 1,415,704

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,897,900 △332,000
　 長期借入れによる収入 850,000 1,050,000
　 長期借入金の返済による支出 △1,270,909 △1,368,944
　 社債の発行による収入 490,210 －
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　 社債の償還による支出 △839,600 △1,576,200
　 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,770 △8,458
　 配当金の支払額 △171,783 △691
　 その他 △91 △9

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 949,955 △2,236,303

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,104,493 444,509

現金及び現金同等物の期首残高 2,318,703 1,309,365

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 143,522 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,357,733 ※ 1,753,875
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期累計期間(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

当社は、前事業年度まで２期連続の営業損失、経常損失及び純損失を計上しており、また、営業キャッ

シュ・フローにおいても２期連続のマイナスを計上しております。また、当第３四半期累計期間におい

ても営業損失110百万円、経常損失232百万円及び四半期純損失499百万円を計上しております。

　現在、「事業再生計画」を推し進めておりますが、進行途中の状況であり完全なる正常化までは、もう

少し時間を要するものと思われます。

　なお、第２四半期会計期間において、当社が締結しているシンジケート・ローン契約の期限の利益喪

失事由に該当するものにつきましては、財務制限条項の条項変更により解消しております。

　以上から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は、当該事象又は状況を解消すべく、前事業年度に「事業再生計画」を策定し、粛々と実行してお

り、企業体質の改善並びに顧客ニーズに合わせた企業コンセプトとブランドイメージの再構築により、

売上高向上を早急に実現、成長を目指しております。

　しかしながら、当社は「同計画」を実行しておりますが、経営環境の悪化及び収益体質への転換が進

まない場合もあり、また、財務面においても金融機関等からの資金支援については協調を頂きながら進

めているなど、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表に反映しておりません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

（四半期損益計算書）

①前第３四半期累計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「退職給付

費用」は、当第３四半期累計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期累計期間の販売費及び一般管理

費の「その他」に含まれる「退職給付費用」は121,398千円であります。

 

②前第３四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「集中加工室管理収

入」は営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記しております。なお、前第３

四半期累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「集中加工室管理収入」は19,696千円であります。

　

当第３四半期会計期間
(自  平成21年11月１日  至  平成22年１月31日)

（四半期貸借対照表）

①前第３四半期会計期間末において、流動負債の「短期借入金」に含めて表示しておりました「１年内返済予定

の長期借入金」は、当第３四半期会計期間末では区分掲記しております。なお、前第３四半期会計期間末の流動負

債の「短期借入金」に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」は1,634,888千円であります。　

 

②前第３四半期会計期間末において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「１年内償還予定の社

債」は、当第３四半期会計期間末では区分掲記しております。なお、前第３四半期会計期間末の流動負債の「その

他」に含まれる「１年内償還予定の社債」は1,756,200千円であります。

 

（四半期損益計算書）

①前第３四半期会計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「退職給付

費用」は、当第３四半期会計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期会計期間の販売費及び一般管理

費の「その他」に含まれる「退職給付費用」は41,746千円であります。

 

②前第３四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「集中加工室管理収

入」は営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期会計期間では区分掲記しております。なお、前第３

四半期会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「集中加工室管理収入」は6,771千円であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係わる減価償却費の額を期間按分して算定する方法によってお
ります。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年１月31日)

前事業年度末
(平成21年４月30日)

※１　有形固定資産の減価償却費累計額

　　　　　　　　　　　　　　9,329,436千円
 
　２　財務制限
 
①平成17年12月15日締結のコミットメントライン契約
に下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成17年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の75％以上なるようそれぞれ
維持する。
損益計算書における営業損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該コミットメントライン契約は、上記条項に抵
触したため、スプレッド0.5％が加算されております。
　
②平成18年６月30日締結のシンジケートローン契約の
財務制限条項に抵触しておりましたが、当第２四半期会
計期間において上記契約の財務制限条項の条項変更に
より期限の利益喪失事由への抵触は解消されておりま
す。
なお、条項変更後の内容は下記のとおりとなります。
平成22年４月本決算期以降（同決算期含む）の報告書
等に記載される単体の貸借対照表における純資産の部
の金額を平成21年４月本決算期の単体の貸借対照表に
おける純資産の部の金額または直前本決算期の単体の
貸借対照表における純資産の部の金額のうちいずれか
高い金額の80％以上に維持すること。
平成21年４月本決算期以降（同決算期含む）の報告書
等に記載される単体の損益計算書における経常損益を
２期連続して損失としないこと。
　
③平成18年７月20日締結のシンジケートローン契約の
財務制限条項に抵触しておりましたが、当第２四半期会
計期間において上記契約の財務制限条項の条項変更に
より期限の利益喪失事由への抵触は解消されておりま
す。
なお、条項変更後の内容は下記のとおりとなります。
平成21年10月中間期以降、決算期の末日及び中間期の末
日における貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の
金額を平成21年４月決算期末日における貸借対照表
（単体ベース）の純資産の部の金額の80％及び直前の
決算期末日における貸借対照表（単体ベース）の純資
産の部の金額の80％のいずれか高い方の金額以上に維
持する。
平成21年４月決算期以降の決算期につき、決算期の末日
における損益計算書（単体ベース）上の経常損益につ
き、２期連続して損失を計上しないこと。
　
④平成19年６月29日締結のシンジケートローン契約に
下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成18年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の75％または直前の決算期末
における貸借対照表の純資産の部の金額の75％のいず
れか高い方の金額以上になるようそれぞれ維持する。
損益計算書における営業損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該シンジケートローン契約は、上記条項に抵触
したため、適用利率が年率0.5％加算されております。

※１　有形固定資産の減価償却費累計額

　　　　　　　　　　　　　　9,653,444千円
 
　２　財務制限
 
①平成17年12月15日締結のコミットメントライン契約
に下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成17年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の75％以上になるようそれぞ
れ維持する。
損益計算書における営業損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該コミットメントライン契約は、上記条項に抵
触したため、スプレッド0.5％が加算されております。
　
②平成18年６月30日締結のシンジケートローン契約に
下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成18年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の70％以上になるようそれぞ
れ維持する。
損益計算書における経常損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該シンジケートローン契約は、平成21年４月期
につきましては、財務制限条項に抵触した場合でも期限
の利益喪失の請求に関して、その猶予をいただいており
ます。
 

　
③平成18年７月20日締結のシンジケートローン契約に
下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成17年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の80％または直前の決算期末
における貸借対照表の資本の部の金額の80％のいずれ
か高い方の金額以上になるようそれぞれ維持する。
損益計算書における経常損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該シンジケートローン契約は、平成21年４月期
につきましては、財務制限条項に抵触した場合でも期限
の利益喪失の請求に関して、その猶予をいただいており
ます。
 
 
④平成19年６月29日締結のシンジケートローン契約に
下記の条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額が、平成18年４月期末における貸借
対照表の資本の部の金額の75％または直前の決算期末
における貸借対照表の純資産の部の金額の75％のいず
れか高い方の金額以上になるようそれぞれ維持する。
損益計算書における営業損益の額が、それぞれ２期連続
してマイナスとならないこと。
なお、当該シンジケートローン契約は、上記条項に抵触
したため、適用利率が年率0.5％加算されております。
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当第３四半期会計期間末
(平成22年１月31日)

前事業年度末
(平成21年４月30日)

⑤平成16年12月30日締結の無担保社債契約に下記の条
項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産（自己資本比率）が12.5％未満にならないこ
と。
損益計算書における営業損益及び経常損益の額が両方
とも同時にマイナスとならないこと。
有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持するこ
と。
なお、当該無担保社債契約は、上記条項に抵触したため、
償還方法が変更され、かつ、保証料率が年率0.5％加算さ
れております。
　
⑥平成16年９月28日締結の金銭消費貸借契約の財務制
限条項に抵触しておりましたが、当第２四半期会計期間
において上記契約の財務制限条項の条項変更により期
限の利益喪失事由への抵触は解消されております。
なお、条項変更後の内容は下記のとおりとなります。
貸借対照表上の純資産の部の金額を平成21年４月の決
算期末日における貸借対照表上の純資産の部の金額の
80％または直前の決算期末日における貸借対照表上の
純資産の部の金額の80％のいずれか高い方の金額以上
に維持すること。
平成21年４月の決算以降の各決算期末日（平成21年４
月の決算期日を含む）において、損益計算書上の経常損
益につき、２期連続して損失を計上しないこと。
　

⑤平成16年12月30日締結の無担保社債契約に下記の条
項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産（自己資本比率）が12.5％未満にならないこ
と。
損益計算書における営業損益及び経常損益の額が両方
とも同時にマイナスとならないこと。
有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持するこ
と。
なお、当該無担保社債契約は、上記条項に抵触したため、
償還方法が変更され、かつ、保証料率が年率0.5％加算さ
れております。
　
⑥平成16年９月28日締結の金銭消費貸借契約に下記の
条項が付されております。
本契約締結日以降の各決算期末日において、貸借対照表
の純資産の部の金額を7,204百万円以上に維持するこ
と。
損益計算書における経常損益及び税引後当期損益の額
がそれぞれ２期連続してマイナスとならないこと。
なお、当該金銭消費貸借契約は、平成21年４月期につき
ましては、財務制限条項に抵触した場合でも期限の利益
喪失の請求に関して、その猶予をいただいております。
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成20年５月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成22年１月31日)

　　　　　　　　　　―――――
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　　
※２　店舗構造改革費用の内容は、店舗のリストラに伴
い、当社の取締役会において決議した閉鎖決定店舗
の損失相当額であります。

※１　減損損失

当社は、第３四半期累計期間において事業用資産
（寮）について売却予定資産に用途変更したこ
とに伴い減損損失を計上しました。

 

　
用途 場所 種類

金額 

　 (千円)

　 売却
予定資産

神奈川県
土地 18,850

　 建物 9,341

　 計 28,191
売却予定資産については、個々の物件単位にグ
ルーピングを行っております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売
却価額により測定し、不動産鑑定評価額により評
価しております。
　

※２
　　　　　　　　　　　　同左

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成20年11月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

　　　　　　　　　　―――――

※１　店舗構造改革費用の内容は、店舗のリストラに伴
い、当社の取締役会において決議した閉鎖決定店舗
の損失相当額であります。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間
(自  平成20年５月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成22年１月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,357,733千円

現金及び現金同等物 1,357,733千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,753,875千円

現金及び現金同等物 1,753,875千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年１月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年５月１日  至  平

成22年１月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 13,790,880

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 102,819

　

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末（平成22年１月31日）

有価証券の第３四半期貸借対照表計上額その他金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末（平成22年１月31日）

当社は、デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成20年５月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成22年１月31日)

関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、該当事

項はありません。

　

同左

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成20年11月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、該当事

項はありません。

　

同左

　

開示対象特別目的会社に関する事項

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年５月１日  至  平成22年１月31日)

該当事項はありません。

 

　

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

訂正四半期報告書

30/37



　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年１月31日)

前事業年度末
(平成21年４月30日)

　 　

１株当たり純資産額 343.99円
　

　 　

１株当たり純資産額 380.59円
　

　

２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成20年５月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成22年１月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △264.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失を計上しており、かつ潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 △36.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失を計上しており、かつ潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成20年５月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成22年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△) (千円) △3,617,813 △499,149

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △3,617,813 △499,149

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 13,688,281 13,688,087

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成20年11月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △41.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失を計上しており、かつ潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 △40.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失を計上しており、かつ潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成20年11月１日
至  平成21年１月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△) (千円) △567,311 △547,747

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △567,311 △547,747

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 13,688,221 13,688,066
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

当第３四半期会計期間は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年１月12日

株式会社メガネスーパー

取締役会  御中

　

監査法人よつば綜合事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    神    門    　    剛    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    高    屋    友    宏    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社メガネスーパーの平成20年５月１日から平成21年４月30日までの第33期事業年度の第３四半期会計期間

(平成20年11月１日から平成21年１月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年５月１日から平成21年１

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガネスーパーの平成21年１月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　
追記情報

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき四半期財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の四半期財務諸表について四半

期レビューを行った。

２．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度より重要な営業損失、経常損

失及び純損失を計上したこと、営業キャッシュ・フローが継続してマイナスとなったこと、及び財務制限条項

に抵触する事実が発生していることにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に

対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を四半期財務諸表には反映していない。

３．四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上
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(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年１月12日

株式会社メガネスーパー

取 締 役 会  御中

　

監査法人よつば綜合事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    神    門    　    剛    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    高    屋  　友　  宏    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社メガネスーパーの平成21年５月１日から平成22年４月30日までの第34期事業年度の第３四半期会計期間

(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年５月１日から平成22年１

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガネスーパーの平成22年１月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

追記情報

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき四半期財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の四半期財務諸表について四半

期レビューを行った。

２．継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、前事業年度まで２期連続の営業損失、経

常損失及び純損失を計上しており、また、営業キャッシュ・フローにおいても２期連続のマイナスであった。

また、当第３四半期累計期間においても営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上している状況にあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につ

いては当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要

な不確実性の影響は四半期財務諸表には反映されていない。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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